
第２回 オフロード建設機械の排出ガス検討会

議事次第

15 12 11 15:30 17:30日時：平成 年 月 日（木） ～

場所：中央官庁合同会議所 大会議室

１．開会

２．第１回議事録(案)の確認

３．議 題

（１）オフロード建設機械の排出ガスに関する検討

（２）その他

４．閉会

＜配布資料＞

資料Ⅱ－１ オフロード建設機械の排出ガス検討会 委員名簿

資料Ⅱ－２ 第１回オフロード建設機械の排出ガス検討会議事録(案)

資料Ⅱ－３ オフロード建設機械の排出ガス検討会 ～検討資料～

資料Ⅱ－参考① 中央環境審議会第６次答申抜粋



第２回　オフロード建設機械の排出ガス検討会 出席者名簿

　　　　　　　　日時　：　平成１５年１２月１１日（木）１５：３０～１７：３０

　　　　　　　　会場　：　中央官庁合同会議所　大会議室

■委員
所属 役職 氏名 備考

東京大学 名誉教授 井口雅一
早稲田大学理工学部 教授 永田勝也
早稲田大学理工学部 教授 大聖泰弘
日本大学生物資源科学部 教授 瀬尾康久 欠席
神奈川大学工学部 助教授 堀野定雄 欠席
(財)小林理学研究所 理事長 山下充康
(社)全国建設業協会 技術顧問 福成孝三 欠席
(社)日本建設業団体連合会 常務理事 西田壽起
(社)日本機械土工協会 会長 山崎善弘 代理：顧問　中島邦宣
(社)建築業協会 常務理事 外池久雄
(社)全国クレーン建設業協会 会長 山﨑修英
(社)全国建設機械器具リース業協会 会長 荒井敏彦
(社)日本建設機械化協会 専務理事 岡崎治義
(社)日本基礎建設協会 専務理事 長嶋徹雄 欠席
(社)日本道路建設業協会 専務理事 宮地昭夫
(社)日本土木工業協会 常務理事 中村勉
(社)日本トンネル技術協会 技術部長 片岡邦昭

■事務局
所属 役職 氏名 備考

総合政策局 局長 澤井英一 欠席
総合政策局 審議官 糸川昌志
総合政策局 技術調査官 藤本貴也
総合政策局　建設施工企画課 課長 佐野正道
総合政策局　建設施工企画課 機械施工企画官 渡辺和弘
総合政策局　建設施工企画課 課長補佐 宮石晶史
総合政策局　建設施工企画課 課長補佐 星隈順一

■オブザーバ
所属 役職 氏名 備考

(社)日本内燃力発電設備協会
(株)小松製作所
新キャタピラー三菱(株)
日立建機(株)
コベルコ建機(株)
経済産業省　製造産業局　産業機械課
農林水産省　生産局　農産振興課
林野庁　森林整備部　研究普及課
環境省　環境管理局　総務課
総合政策局　環境・海洋課
総合政策局　国土環境・調整課
総合政策局　建設業課
自動車交通局　技術安全部　審査課
自動車交通局　技術安全部　環境課



第２回オフロード建設機械の排出ガス検討会 座席表
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資料Ⅱ－１

オフロード建設機械の排出ガス検討会

委員名簿

座 長 井 口 雅 一 東京大学 名誉教授

委 員 永 田 勝 也 早稲田大学理工学部 教授

〃 大 聖 泰 弘 早稲田大学理工学部 教授

〃 瀬 尾 康 久 日本大学生物資源科学部 教授

〃 堀 野 定 雄 神奈川大学工学部 助教授

〃 山 下 充 康 (財)小林理学研究所 理事長

〃 福 成 孝 三 (社)全国建設業協会 技術顧問

〃 西 田 壽 起 (社)日本建設業団体連合会 常務理事

〃 山 崎 善 弘 (社)日本機械土工協会 会長

〃 外 池 久 雄 (社)建築業協会 常務理事

〃 山 﨑 修 英 (社)全国クレーン建設業協会 会長

〃 荒 井 敏 彦 (社)全国建設機械器具リース業協会 会長

〃 岡 崎 治 義 (社)日本建設機械化協会 専務理事

〃 長 嶋 徹 雄 (社)日本基礎建設協会 専務理事

〃 宮 地 昭 夫 (社)日本道路建設業協会 専務理事

〃 中 村 勉 (社)日本土木工業協会 常務理事

〃 片 岡 邦 昭 (社)日本トンネル技術協会 技術部長

（敬称略）



第２回第２回 オフロード建設機械の排出ガス検討会オフロード建設機械の排出ガス検討会
～検討資料～～検討資料～

平成１５年１２月１１日（木）
１５：３０～１７：３０

中央官庁合同会議所
大会議室

資料Ⅱ－３



規制を導入しないとＤ特車の排出割合は増加（ＮＯｘ）規制を導入しないとＤ特車の排出割合は増加（ＮＯｘ）

■建設機械 → １８．８％

●未規制のＤ特殊自動車 → ２９．６％
▲未規制の特殊自動車（未規制Ｇ特車含む）

→ ３２．５％

［Ｈ１２］［Ｈ１２］

車種別排出総量の推計（環境省推計）
中央環境審議会「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について（第六次答申）」を建設施工企画課加工

１

規制
ディーゼル車
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Ｄ普通貨物
41.4%

■建設機械 → ２０．４％

●未規制のＤ特殊自動車 → ３３．４％
▲未規制の特殊自動車（未規制Ｇ特車含む）

→ ３７．０％



規制を導入しないとＤ特車の排出割合は増加（ＰＭ）規制を導入しないとＤ特車の排出割合は増加（ＰＭ）

■建設機械 → ９．６％

●未規制のＤ特殊自動車 → １５．０％

２

［Ｈ１２］［Ｈ１２］

車種別排出総量の推計（環境省推計）
中央環境審議会「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について（第六次答申）」を建設施工企画課加工

［Ｈ２２］［Ｈ２２］

Ｄ建設機械
18.3% 未規制

ディーゼル
特殊自動車

29.1％

Ｄ産業機械
9.2%

■建設機械 → １８．３％

●未規制のＤ特殊自動車 → ２９．１％



規制強化によるNoｘとPMの総排出量の削減効果規制強化によるNoｘとPMの総排出量の削減効果 ３
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※中央環境審議会第６次答申より引用（環境省推計）
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国土交通省における建設機械の排出ガス対策に関する取組国土交通省における建設機械の排出ガス対策に関する取組

－

●一般工事用５機種の

排出ガス対策型建設機械

の使用原則開始

●環境対策型建設機械への

融資制度の創設

●中小企業投資促進税制（新設）

における対象設備として、

建設機械を位置付け
－

Ｈ１０

●第２次基準適合排出ガス対策型建設
機械に特利③を適用

－

－
Ｈ１１

－
●排出ガス対策型建設機械が

グリーン購入法における調達品目に

●第２次基準適合排出ガス対策型建設
機械指定開始

Ｈ１３

●トンネル工事用

排出ガス対策型建設機械

の使用原則開始

－

Ｈ ８

－

●第２次基準値の策定

●排出ガス対策型建設機械の指定開始

●「建設機械に関する技術指針」策定
・建設工事の施工にあたり望ましい建設機械を定め（排出ガス対策型建設機械の指定）、

これを使用することを規定（直轄工事における使用原則）

排出ガス対策型

建設機械の指定

Ｈ１５

●主要土工３機種の

排出ガス対策型建設機械

の使用原則開始

Ｈ ９

－－
Ｈ ４

－

Ｈ ３

支援施策

（低利融資・税優遇）

直轄工事現場での

普及促進策

２次排ガス

低振動

低騒音

４



中央環境審議会の答申（その１）中央環境審議会の答申（その１）

■第七次答申（平成１５年７月２９日）

●軽油の超低硫黄化
・軽油中の硫黄分の許容限度を平成19年（2007年）から10ppmとする（現状50ppm）。
なお、平成17年（2005年）には燃料生産者の自主的な部分供給を期待。

■第七次答申（平成１５年７月２９日）

●軽油の超低硫黄化
・軽油中の硫黄分の許容限度を平成19年（2007年）から10ppmとする（現状50ppm）。
なお、平成17年（2005年）には燃料生産者の自主的な部分供給を期待。

■第六次答申（平成１５年６月３０日）

●ディーゼル特殊自動車の規制強化
・平成１８年から２０年にかけて、ＰＭ、ＮＯｘについては、定格出力範囲ごとに、現行

規制に比べ約２～５割低減する。
●その他

・公道を走行しない特殊自動車（いわゆるオフロード車）に対する排出ガス規制の導

入について今後検討する。
・ディーゼル特殊自動車について、平成２２年（2010年）頃にはＤＰＦ等の後処理装置

を前提とした大幅な規制強化を行うこととし、詳細は今後検討する。

■第六次答申（平成１５年６月３０日）

●ディーゼル特殊自動車の規制強化
・平成１８年から２０年にかけて、ＰＭ、ＮＯｘについては、定格出力範囲ごとに、現行

規制に比べ約２～５割低減する。
●その他

・公道を走行しない特殊自動車（いわゆるオフロード車）に対する排出ガス規制の導

入について今後検討する。
・ディーゼル特殊自動車について、平成２２年（2010年）頃にはＤＰＦ等の後処理装置

を前提とした大幅な規制強化を行うこととし、詳細は今後検討する。

「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について」
（中央環境審議会 大気環境部会 （自動車排出ガス検討委員会））

５



中央環境審議会の答申（その２）中央環境審議会の答申（その２）

【特殊自動車の排出ガス低減対策】
●平成15年（2003年）から実施が予定されている特殊自動車の排出ガス規制は、公道を走行する特殊自動車（以下「オンロード車」とい

う。）についてのみの規制を大気汚染防止法と道路運送車両法及び揮発油等の品質の確保等に関する法律の枠組みにおいて実施す
ることを予定

●この際、特殊自動車全体からの排出ガス総量の約８割を占める公道を走行しない特殊自動車（以下「オフロード車」という。）は、この
枠組みのみによったのでは規制が適用されないこととなる

●現状では、平成３年から開始された国土交通省の排出ガス対策型建設機械指定制度との連携により、建設機械の多くは規制値への
適合が進んでいる。さらに、同一エンジンが多種多様な機種に搭載される汎用性による波及効果もある。したがって、大気汚染防止法
及び道路運送車両法の枠組みによる自動車排出ガス規制と国土交通省の建設機械に係る取組を基本として、円滑かつ有効に排出ガ
ス対策が進められると考えられる。

【特殊自動車の排出ガス低減対策】
●平成15年（2003年）から実施が予定されている特殊自動車の排出ガス規制は、公道を走行する特殊自動車（以下「オンロード車」とい

う。）についてのみの規制を大気汚染防止法と道路運送車両法及び揮発油等の品質の確保等に関する法律の枠組みにおいて実施す
ることを予定

●この際、特殊自動車全体からの排出ガス総量の約８割を占める公道を走行しない特殊自動車（以下「オフロード車」という。）は、この
枠組みのみによったのでは規制が適用されないこととなる

●現状では、平成３年から開始された国土交通省の排出ガス対策型建設機械指定制度との連携により、建設機械の多くは規制値への
適合が進んでいる。さらに、同一エンジンが多種多様な機種に搭載される汎用性による波及効果もある。したがって、大気汚染防止法
及び道路運送車両法の枠組みによる自動車排出ガス規制と国土交通省の建設機械に係る取組を基本として、円滑かつ有効に排出ガ
ス対策が進められると考えられる。

「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について（第六次答申）」より抜粋
（中央環境審議会 大気環境部会 （自動車排出ガス検討委員会））

６

●ディーゼル特殊自動車に係る排出ガス低減目標に基づく規制の強化に伴い、オフロード車には、
①対策技術に係る費用が大きくなるとともに、酸化触媒等の後処理装置の導入も想定されるため、価格競争の観点から
公道の走行の有無によって仕様の変更が行われ、オフロード車においてオンロード車と同じ排出ガス値が担保されなくなる
恐れがある

②オフロード車にあっては、重油や灯油等のメーカー指定の燃料である軽油以外の燃料が広く使用されているといわれているが、
新たな対策技術を用いた車両にこれらの燃料が使用されると、排出ガスの大幅な悪化や車両故障等を引き起こす恐れがある

ことから、上記の枠組みではオフロード車の排出ガス低減が進まず、大気環境の改善効果が現れない可能性が高い。

●ディーゼル特殊自動車に係る排出ガス低減目標に基づく規制の強化に伴い、オフロード車には、
①対策技術に係る費用が大きくなるとともに、酸化触媒等の後処理装置の導入も想定されるため、価格競争の観点から
公道の走行の有無によって仕様の変更が行われ、オフロード車においてオンロード車と同じ排出ガス値が担保されなくなる
恐れがある

②オフロード車にあっては、重油や灯油等のメーカー指定の燃料である軽油以外の燃料が広く使用されているといわれているが、
新たな対策技術を用いた車両にこれらの燃料が使用されると、排出ガスの大幅な悪化や車両故障等を引き起こす恐れがある

ことから、上記の枠組みではオフロード車の排出ガス低減が進まず、大気環境の改善効果が現れない可能性が高い。

●ディーゼル特殊自動車に係る排出ガス低減目標に基づく規制を導入する際には、上記の排出ガス対策を踏まえ、オフロード車に対す
る規制の導入を検討する必要がある。

●可搬式の発動発電機等特殊自動車以外の汎用エンジンについても、特殊自動車に搭載されるエンジンと同一のものが用いられること
が多く、その排出寄与率は無視できないことから、これらを排出規制対象に加えることについても併せて検討する必要がある。

●ディーゼル特殊自動車に係る排出ガス低減目標に基づく規制を導入する際には、上記の排出ガス対策を踏まえ、オフロード車に対すオフロード車に対す
る規制の導入を検討する必要があるる規制の導入を検討する必要がある。

●可搬式の発動発電機等特殊自動車以外の汎用エンジンについても、特殊自動車に搭載されるエンジンと同一のものが用いられること
が多く、その排出寄与率は無視できないことから、これらを排出規制対象に加えることについても併せて検討する必要がある。

しかしながら

したがって



ⅡⅡ．使用過程機械の取扱い．使用過程機械の取扱い

検討の論点検討の論点

ⅢⅢ．使用燃料と．使用燃料と
メンテナンスの適正化メンテナンスの適正化

ⅠⅠ．排出ガス規制の体系．排出ガス規制の体系

７



・適正燃料の使用■機械使用者

・規制適合エンジンを搭載した建設機械の製造・販売・普及■機械製造・販売者

・建設工事における規制適合建設機械の使用促進

・規制適合建設機械の普及促進策（融資制度・税優遇等）

■国等

・規制適合建設機械の使用促進

・適正な点検整備の実施

■機械購入者
・所有者
（建設業者、リース業者）

・規制適合エンジンの技術開発■エンジン製造者

取り組むべき内容

排出ガス対策の基本的考え方（１）排出ガス対策の基本的考え方（１） ８

●排出ガス対策は、メーカー・ユーザー・国等が役割分担をし、連携を図りつつ、一
体的に取り組んでいくことが基本

●排出ガス対策は、メーカー・ユーザー・国等が役割分担をし、連携を図りつつ、一
体的に取り組んでいくことが基本



排出ガス対策の基本的考え方（２）排出ガス対策の基本的考え方（２） ９

●オンロード建設機械（ディーゼル特殊自動車）に対しては、平成15年10月より、道

路運送車両法に基づく排出ガス規制がスタート

●オンロード建設機械（ディーゼル特殊自動車）に対しては、平成15年10月より、道

路運送車両法に基づく排出ガス規制がスタート

オフロード建設機械に対する排出ガス規制についても、道路運送車両法に準拠し、使用者に対
して規制を課す枠組み

●米国では、「基準に適合しない原動機」ならびに「基準に適合しない原動機を搭
載したNonroad Vehicle」の販売を禁止することにより排出ガス規制を実施

●米国では、「基準に適合しない原動機」ならびに「基準に適合しない原動機を搭
載したNonroad Vehicle」の販売を禁止することにより排出ガス規制を実施

・日本のオフロード建設機械と米国のNonroad Vehicleでは定義が異なる

・機械の販売段階では、当該機械がオンロード建設機械かオフロード建設機械かの判別が困難

→ 非適合原動機を搭載した建設機械をオンロード用として購入することができ、それを

オフロードで使用することが可能

・日本で製造される建設機械の約半数が輸出されており、当該建設機械が国内市場で使用され

る可能性

●排出ガス対策型建設機械の使用促進、普及を図る施策が必要●排出ガス対策型建設機械の使用促進、普及を図る施策が必要

・建設機械の購入者に対する支援（低利融資、税制優遇等）
・購入者/使用者を対象とした支援措置

→ 購入者に対して規制を課す法体系でなければ、支援措置の実施が困難



日欧米における建設機械の呼称とその定義日欧米における建設機械の呼称とその定義 １０

公道走行が可能な機械一般に公道走行が

難しい機械

オンロード建設
機械

オフロード建設機械
日本での呼
称とその定義

Nonroad Vehicle欧米での呼
称とその定義

公道の走行に
関する使用者
の判断

公道を走行しない 公道を走行する

バックホウ
（クローラ型）

ブルドーザ
トラクタショベル
（ホイール型）

ホイールクレーン
（ラフテレーンクレーン） タイヤローラ



一般に公道走行が難しい機械一般に公道走行が難しい機械

トラクタショベル
（ホイール型）

バックホウ
（ホイール型）

ホイールクレーン
（ラフテレーンクレーン）

クローラクレーン タイヤローラ

フォークリフト

農耕用トラクタ

道路運送車両法による
排出ガス規制

公道走行の有無により排出ガス規制が適用されていない公道走行の有無により排出ガス規制が適用されていない １１

バックホウ
（クローラ型）

ブルドーザ

トラクタショベル
（クローラ型）

公道走行が可能な機械公道走行が可能な機械

使用者の判断

公道を走行する公道を走行しない

未規制未規制

・新規検査
・新規登録
等により、
ナンバーを取得し、
公道を走行



適合証明
のないエ
ンジンを
搭載した
機械を販
売しては
ならない

日本のオンロード建設機械 米国のNonroad Vehicle日本の建設機械

排出ガスに関する日米の規制方法の比較排出ガスに関する日米の規制方法の比較

エンジン製造

エンジン販売

機械製造

機械販売

使用

エンジン製造

エンジン販売

機械製造

機械販売

使用

適合証明を
取らなけれ
ば販売して
はならない

ｴﾝｼﾞﾝ型式認定

適切なメン
テナンスを
行う責務

・公共事業における排出
ガス対策型機械の使
用推進 （グリーン購
入法調達品目）
・直轄工事における排出
ガス対策型建設機械
の使用原則化

（国土交通省の取り組み） （ＥＰＡ）

機械型式指定

エンジン製造

エンジン販売

機械製造

機械販売

新規検査

所有

使用

装置型式指定

新規登録

点検及び必要に応じ
整備することにより、
保安基準に適合する
ように維持しなければ
ならない

（道路運送車両法，平成15年10月より）

登録を受けたものでな
ければ運行の用に供
してはならない

１２

登録を受けていない
自動車の使用者は、
当該自動車を提示し
て、新規検査を受け
なければならない

適合証明

見にくい
位置へ
のエンジ
ン規制
関連情
報ラベル
の貼り付
け禁止

※排出ガス規制に関連した主な規定のみを抜粋して模式的に示したものであり、安全対策を含めた全体の流れを示したものではない

所有 所有



製造規制 使用者規制販売規制

排出ガス規制の骨格の考え方とその課題排出ガス規制の骨格の考え方とその課題

基準に適合し
ないエンジン
の製造を禁止

基準に適合しない
エンジンを搭載し
たオフロード機械
の販売を禁止

１３

エンジン製造

機械製造・販売

機械の使用

公道走行しない公道走行

道路運送
車両法による
排出ガス規制

二重の規制

エンジン製造

機械製造・販売

機械の使用

公道走行しない公道走行

使用者の判断 使用者の判断

道路運送
車両法による
排出ガス規制

エンジン製造

機械製造・販売

機械の使用

公道走行しない公道走行

使用者の判断

道路運送
車両法による
排出ガス規制

基準に適合しな
いエンジンを搭載
したオフロード機
械の使用を禁止

販売する機械が
オフロード専用
機械かどうかは
販売者には不明

製造するエン
ジンがオフ
ロード機械に
搭載されるか
どうかは不明



製造規制 使用者規制販売規制

排出ガス規制のスキーム排出ガス規制のスキーム

基準に適合し
ないエンジン
の製造を禁止

エンジン製造

機械製造

機械販売

機械購入

機械の使用

基準に適合しな
いエンジンを搭
載した機械の販
売を禁止

エンジン製造

機械製造

機械販売

機械購入

機械の使用

基準に適合し
ないエンジンを
搭載した機械
の使用を禁止

エンジン製造

機械製造

機械販売

機械購入

機械の使用

原動機製造者

機械製造／販売者

機械を購入／使用する者

エンジン
型式指定

エンジン
型式指定

１４

機械
型式届出

購入の届出

機械
型式届出



２４０．３万台（３５％） オンＤ：１．１万ｔ ＰＭ

オフ ４４６．３万台（６５％）合計

６８６．６

万台

Ｇ：２．８万ｔ Ｄ：２８．１万ｔ ＮＯｘ

２２９．３万台（４４％） オンＤ：０．１万ｔ ＰＭ

オフ ２８９．８万台（５６％）農業機械

５１９．２

万台

Ｇ： ０万ｔ Ｄ：１．５万ｔ ＮＯｘ

５．９万台（ ９％） オンＤ：０．４万ｔ ＰＭ

オフ ６２．８万台（９１％）産業機械

６８．７

万台

Ｇ：２．８万ｔ Ｄ：８．７万ｔ ＮＯｘ

５．１万台（ ５％） オンＤ：０．７万ｔ ＰＭ

オフ ９３．６万台（９５％）建設機械

９８．７

万台

Ｄ：１７．９万ｔ ＮＯｘ

台数（割合）Ｈ１２排出量

建設機械・農業機械・産業機械の現状（環境省推計）
建設機械・農業機械・産業機械の現状（環境省推計）

１５

「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について（第六次答申）」を加工
（中央環境審議会 大気環境部会 （自動車排出ガス検討委員会））

※ Ｇ：ガソリン Ｄ：ディーゼル

※ＮＯｘとＰＭの排出量の数値軸は異なるスケールで示している



米国における使用過程機械の取り扱い米国における使用過程機械の取り扱い

ＥＰＡの規定における法施行前に製造されたエンジンの規制対象除外について

Title 40--Protection of Environment 
CHAPTER I--ENVIRONMENTAL PROTECTION AGENCY 

PART 89--CONTROL OF EMISSIONS FROM NEW AND IN-USE NONROAD 
COMPRESSION-IGNITION ENGINES

§ 89.611  Exemptions and exclusions

ＥＰＡの規定における法施行前に製造されたエンジンの規制対象除外について

Title 40--Protection of Environment 
CHAPTER I--ENVIRONMENTAL PROTECTION AGENCY 

PART 89--CONTROL OF EMISSIONS FROM NEW AND IN-USE NONROAD 
COMPRESSION-IGNITION ENGINES

§ 89.611  Exemptions and exclusions

１６

1996年１月１日以前に製造されたエンジンは規制対象除外１３０ｋＷ以上５６０ｋＷ以下

1997年１月１日以前に製造されたエンジンは規制対象除外７５ｋＷ以上１３０ｋＷ未満

2000年１月１日以前に製造されたエンジンは規制対象除外５６０ｋＷ超

1998年１月１日以前に製造されたエンジンは規制対象除外３７ｋＷ以上７５ｋＷ未満

規制除外のエンジン規制除外のエンジンエンジン出力エンジン出力



「登録制度」と「届出制度」「登録制度」と「届出制度」

【登録】
・一定の法律事実又は法律関係を行政庁等に備える特定の帳簿
に記載すること

【届出】
・一定の事柄を公の機関に知らせること

【登録】
・一定の法律事実又は法律関係を行政庁等に備える特定の帳簿
に記載すること

【届出】
・一定の事柄を公の機関に知らせること

１７

■登録制度のメリット・デメリット■登録制度のメリット・デメリット

・登録費用を負担する必要
がある

・所有権の公証とすること
ができる （民事登録）

所有者

行政機関 ・登録手続きのための行政
機関の体制づくりが必要

・使用実態の把握が可能

（行政登録）

・所有者の責任追及が可能

デメリットデメリットメリットメリット



適正燃料の使用とメンテナンスの実施適正燃料の使用とメンテナンスの実施

■第六次答申（平成１５年６月３０日）

●適切な燃料の使用に関する普及啓発等の対策の実施が重要

・燃料の使用状況に関する実態調査、普及啓蒙等の対策、オフロード車に対す

る排出ガス規制の効果を評価した上で、十分な排出ガス低減効果が得られな

い場合には、必要な規制の導入を検討

●排出ガス低減装置の適正な稼動を確保するため、使用者に対して点検、整備の励

行等に係る普及啓発等の対策の実施が必要

・オフロード車では、義務付けがないため十分な保守管理や整備が行われてい

ない場合が多い

・エンジンの電子制御化に伴い、整備不良による排出ガス悪化の影響が大きく

なる

■第六次答申（平成１５年６月３０日）

●適切な燃料の使用に関する普及啓発等の対策の実施が重要

・燃料の使用状況に関する実態調査、普及啓蒙等の対策、オフロード車に対す

る排出ガス規制の効果を評価した上で、十分な排出ガス低減効果が得られな

い場合には、必要な規制の導入を検討

●排出ガス低減装置の適正な稼動を確保するため、使用者に対して点検、整備の励

行等に係る普及啓発等の対策の実施が必要

・オフロード車では、義務付けがないため十分な保守管理や整備が行われてい

ない場合が多い

・エンジンの電子制御化に伴い、整備不良による排出ガス悪化の影響が大きく

なる

「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について」
（中央環境審議会 大気環境部会 （自動車排出ガス専門委員会））

１８



排出ガス基準値の推移排出ガス基準値の推移
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ＮＯｘ ＣＯ ＨＣ ＰＭ

約２０～３０ｋＷの基準値の推移
（例：　４ｔ級　ミニバックホウ）

第１次基準値 第２次基準値 次期基準値（2007）
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ＮＯｘ ＣＯ ＨＣ ＰＭ

約４０ｋＷの基準値の推移
（例：　７ｔ級　バックホウ）

第１次基準値 第２次基準値 次期基準値（2008）
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ＮＯｘ ＣＯ ＨＣ ＰＭ

約５５０ｋＷの基準値の推移
（例：　７０ｔ級　重ダンプ）

第１次基準値 第２次基準値 次期基準値（2006）
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ＮＯｘ ＣＯ ＨＣ ＰＭ

約１００ｋＷの基準値の推移
（例：　２０ｔ級　バックホウ）

第１次基準値 第２次基準値 次期基準値（2007）
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注意） ＰＭの有害さを表現するため、縦軸とＰＭの縮尺は一致していない。



地方公共団体等における使用原則化の取組状況（Ｈ１４）地方公共団体等における使用原則化の取組状況（Ｈ１４）

ＮＯ
12%

ＹＥＳ
88%

都道府県及び政令指定都市におけるトンネル工事用７機種の
　　　　　排出ガス対策型建設機械使用原則化率

ＹＥＳ：使用を原則化している

　　　　条件を設定して使用を原則化している

Ｎｏ　：検討中等、現状では原則化していない

ＹＥＳ
75%

ＮＯ
25%

都道府県及び政令指定都市における一般工事用５機種の
　　　　　排出ガス対策型建設機械使用原則化率

ＹＥＳ：使用を原則化している

　　　　条件を設定して使用を原則化している

Ｎｏ　：検討中等、現状では原則化していない

ＹＥＳ
78%

ＮＯ
22%

都道府県及び政令指定都市における主要土工３機種の
　　　　　排出ガス対策型建設機械使用原則化率

ＹＥＳ：使用を原則化している

　　　　条件を設定して使用を原則化している

Ｎｏ　：検討中等、現状では原則化していない






































